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議 事 ４ 資 料 ４ー１

北海道医療計画南渡島圏域地域推進方針（令和６年度～令和１１年度）

について（要旨説明）

１ 作成の趣旨について

令和６年度から令和１１年度までの新たな「北海道医療計画」（以下「新医療計画」とする。）が

作成され、道立保健所において、第二次医療圏毎に地域の実情を踏まえた、新たな「地域推進方針」

を作成し、５疾病・６事業及び在宅医療のほか、地域医療構想の実現、外来機能の確保などに向けた

取組を中心に、「新医療計画」を推進することとなっています。

市立函館保健所及び北海道渡島保健所が所管する２市７町で構成される、南渡島第二次医療圏にお

いても「新医療計画」を推進するため、令和６年度から令和１１年度までの新たな「北海道医療計画

南渡島圏域地域推進方針」（令和６年度～令和１１年度）（以下「新地域推進方針」とする。）を作成

することとし、各専門部会での協議結果を踏まえた「新地域推進方針」（素案）について、委員の皆

様にお諮りするものです。

資料４－２（本体）及び資料４－３（新旧対照表）を確認していただき、ご意見等がある場合には、

別紙（１）の意見書に記載をお願いいたします。

資料４－２は、「新地域推進方針」の本体となります。

また、資料４－３は、「前推進方針」を旧として右側に、「新地域推進方針」を左側に表示し、変更、

削除及び追加部分を太字朱書き下線とし、その理由を右側の備考に記載しています。

なお、表１に示した新設した項目等には、新旧対照表はありません。

「新医療計画」で項目が追加されたことなどにより、「北海道医療計画南渡島地域推進方針」（平成

３０年度～平成３５年度）（以下「前推進方針」）から、圏域として新たに必要と認められた表１の項

目等が追加されています。

表１ 新地域推進方針に新たに記載された項目等

「新興感染症発生・まん延時における医療体制」

「感染症対策」

「臓器等移植対策」

「難病対策」

「資料編」
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「新地域推進方針」に示している項目は次のとおりです。

表２ 「新地域推進方針」の記載項目

第１ 基本的事項

第２ ５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の推進

１ 趣 旨

２ がんの医療連携体制

３ 脳卒中の医療連携体制

４ 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

５ 糖尿病の医療連携体制

６ 精神疾患の医療連携体制

７ 救急医療体制

８ 災害医療体制

９ 新興感染症発生・まん延時における医療体制（新設）

１０ へき地医療体制

１１ 周産期医療体制

１２ 小児医療体制（小児救急医療を含む）

１３ 在宅医療の提供体制

第３ 必要な外来医療機能及び対応方針

第４ 地域保健対策の推進

１ 感染症対策（新設）

２ 臓器等移植対策（新設）

３ 難病対策（新設）

４ 歯科保健医療対策

第５ 地域推進方針の進行管理等

第６ 資料編（新設）

各項目の要点について、以降に説明いたします。

２ 「第１ 基本的事項」について
（資料４－２：５～１５ページ 資料４－３：１～１０ページ）

本項目は、今般作成する「新地域推進方針」についての説明及び南渡島圏域の現状について記載し

ています。

本項目は、「前推進方針」を基に時点修正、文言修正及び新医療計画の記載を踏まえた文言の追加

などを行いましたが、大きな変更はありません。

３ 「第２ ５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の推進」の
「１ 趣 旨」について

（資料４－２：１６ページ 資料４－３：１１ページ）

本項目は、「５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制」をどのように南渡島圏

域において推進するかについて、基本的な考え方を示したものです。

「前推進方針」を基に文言修正及び新医療計画の記載を踏まえた文言の修正などを行いましたが、

大きな変更はありません。
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４ 第２の「２ がんの医療連携体制」について
（資料４－２：１７～２４ページ 資料４－３：１２～１９ページ）

本項目は、平成３０年度から平成３５年度までの「北海道医療計画」（以下「前医療計画」とする。）

でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次のとおりです。

「現状・課題」

本道においては、がんは、昭和 52年より死因の第１位であり令和４年には２万 343人が死亡し
死亡者数全体の 27.3％を占め、年齢調整死亡率（75歳未満）を全国と比較すると男女ともに全国
平均を上回っており、特に、肺がんや膵がんの死亡率が全国平均より高くなっています。

がんは、早期に発見し治療につなげることが重要であることから、現在、市町村事業として肺

がん、胃がん、大腸がん、乳がん及び子宮頸がんの各種検診が行われているほか、企業における

福利厚生や健康保険組合等における独自の保健事業としてがん検診が実施されていますが、受診

率は全国より低い状況にあることから、受診率のより一層の向上を図るため、がん検診の必要性

についての普及啓発や受診勧奨の徹底などの対策を推進する必要があります。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除・変更、グ

ラフ等の統計資料の時点修正と、必要な医療機能（新興感染症の発生・まん延時における体制）の追

加及び数値の比較をする場合の「南渡島圏域と全道の比較」への統一などで、大きな変更等はあり

ません。

主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 年齢調整死亡率を算出する際に分母となる基準のモデル人 年齢調整死亡率

ア 死亡の状況 口を、今まで使用してきた昭和60年から、最新の平成27年及 の算出基準変更

び令和２年の人口から算出する方法に変更。（17～18ページ） に伴う対応

「標準化死亡比（ＳＭＲ）」を用いた指標を「全国のがん死 取得可能な統計

亡の状況と比較」から「南渡島圏域と全道のがん死亡の状況 資料を踏まえた

を比較」に変更。 （17～18ページ） 変更

（１）現 状 本項目の記載方法から、他２次医療圏の状況や外来自給率 新医療計画を踏

エ 医療機関へ 等を削除し、南渡島圏域と道内を比較する内容に変更。 まえた変更

の受信状況 （19ページ）

（２）課 題 標記を「未成年」から「２０歳未満」に変更。（20ページ） 成人年齢変更を

イ がん予防及 踏まえた変更

び早期発見

がん検診の受診率の留意事項の説明を削除。 （20ページ） 新医療計画を踏

まえた削除

（２）課 題 三次医療圏に関する記載内容を削除。 （20ページ） 圏域での対応で

エ 医療機関へ はないため削除

の受診状況

（３）必要な医療 （新興感染症の発生・まん延時における体制） 新医療計画を踏

機能 新興感染症が発生・まん延した場合の医療提供・連携体制 まえた追加

を追記 （22ページ）
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５ 第２の「３ 脳卒中の医療連携体制」について
（資料４－２：２５～３１ページ 資料４－３：２０～２６ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

本道においては、脳血管疾患を原因とする死亡数は令和４年に 5,010人全体の 6.7％を占め死因
の第４位となっており、令和２年の年齢調整死亡率（人口 10万対）は男女とも減少傾向にあり男
性は全国を下回り女性は全国を上回っています。

脳卒中の発症を予防するには、定期的な健診の受診により高血圧等の危険因子を早期に発見し

治療することが重要ですが、令和３年度の本道の特定健康診査の実施率は全国より低い状況です。

そのため、特定健康診査の意義を広く周知するとともに、脳卒中の危険因子である高血圧等の

危険因子、喫煙習慣や過度な飲酒習慣がある者への支援を早期に開始し、発症予防が必要です。

また、急性期から維持期までの病期に応じて、一貫したリハビリテーションが受けられるよう

関係機関の連携体制の充実が必要です。

デジタル技術の活用により効率的な医療機関間や地域間連携を進め、医療が継続して実施され

る体制を推進することも必要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除・変更、グ

ラフ等の統計資料の時点修正と、必要な医療機能（新興感染症の発生・まん延時における体制）の追

加などで、大きな変更等はありません。

主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 年齢調整死亡率を算出する際に分母となる基準の 年齢調整死亡

ア 死亡の状況 モデル人口を、今まで使用してきた昭和６０年から、率の算出基準

最新の平成２７年及び令和２年の人口から算出する 変更に伴う対

方法に変更。 （25ページ） 応

（１）現 状 圏域における血圧値から見た有所見者状況の内訳 新医療計画を

イ 健康診断の受診状況 を削除。 （25～26ページ） 踏まえた削除

（１）現 状 「在宅等生活の場に復帰した患者の割合」、「脳卒 新医療計画を

ウ 医療機関への受信状況 中の急性期医療実態調査結果」を削除。（26ページ）踏まえた削除

（２）課 題 デジタル技術の活用について追加記載（27ページ）新医療計画を

イ 医療連携体制の充実 踏まえた追加

（３）必要な医療機能 新興感染症の発生・まん延時における体制の項目 新医療計画を

を追加。 （28ページ）踏まえた追加

（７）歯科医療機関（病院歯 脳卒中発症リスクとなる、口腔内の歯周病等の口 新医療計画を

科・歯科診療所）の役割 腔衛生状態の悪化の予防について追記 （30ページ）踏まえた追加
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６ 第２の「４ 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制」について
（資料４－２：３２～３８ページ 資料４－３：２７～３３ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

本道においては、令和４年に 10,548人が心疾患を原因として死亡しており全体の 14.2％を占め
死因の第２位となっており、令和２年の年齢調整死亡率（人口 10万人当たり）は心疾患及び急性
心筋梗塞では男女ともに全国を下回っていますが、心不全並びに大動脈瘤及び解離では男女とも

に全国より高くなっています。

急性心筋梗塞や大動脈緊急症の発症を予防するためには定期的な健診の受診により高血圧等の

危険因子を早期に発見し治療することが重要ですが、令和３年度の本道の特定健康診査の実施率

は全国と比較すると低い状況です。

そのため、特定健康診査の意義を広く周知するとともに心血管疾患の危険因子である高血圧等

の危険因子や喫煙習慣がある者への支援を早期に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に

努めることが必要です。

また、急性期から維持期までの病期に応じて、一貫したリハビリテーションが受けられるよう

関係機関の連携体制の充実が必要です。

デジタル技術の活用により、効率的な医療機関間や地域間連携を進め、医療が継続して実施さ

れる体制を推進することも必要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除・変更、グ

ラフ等の統計資料の時点修正と、デジタル技術の活用の追加などで、大きな変更等はありません。

主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 年齢調整死亡率を算出する際に分母となる基準の 年齢調整死亡

ア 死亡の状況 モデル人口を、今まで使用してきた昭和60年から、 率の算出基準

最新の平成27年及び令和２年の人口から算出する方 変更に伴う対

法に変更。 （32ページ） 応

（１）現 状 圏域における血圧値から見た有所見者状況の内訳 新医療計画を

イ 健康診断の受診状況 を削除。 （32～33ページ）踏まえた削除

（１）現 状 「急性心筋梗塞の急性期医療実態調査結果」を削 新医療計画を

ウ 医療機関への受信状況 除。 （33ページ）踏まえた削除

（２）課 題 デジタル技術の活用について追加記載（34ページ）新医療計画を

（医療連携体制の充実） 踏まえた追加

（３）必要な医療機能 デジタル技術の活用について追加記載（35ページ）新医療計画を

エ 回復期医療 踏まえた追加

（３）必要な医療機能 緩和ケアの項目を追加。 （36ページ）新医療計画を

踏まえた追加
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７ 第２の「５ 糖尿病の医療連携体制」について
（資料４－２：３９～４５ページ 資料４－３：３４～３９ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

本道においては、令和４年に 809 人が糖尿病を原因として死亡しており全体の 1.1 ％を占め、
令和２年年齢調整死亡率（人口 10万人当たり）は男女ともに全国値よりやや高く、糖尿病性腎症
による新規透析導入患者数（令和３年）は 662 人で新規透析導入患者数の 40.4 ％、糖尿病性腎症
の年末透析患者数（令和３年）は 6,109人で年末透析患者数全体の 40.4％を占めています。
糖尿病は自覚症状がないまま進行するため、定期的な健診の受診による早期発見・治療が重要

ですが、令和３年度の本道の特定健康診査の実施率は 45.7 ％で平成 29 年度より向上しているも
のの、全国と比較すると低く、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）、内臓脂肪症候群予

備群及び肥満者（ＢＭＩ 25以上）の割合は全国より高くなっています。
糖尿病は自覚症状がなく進行する病気であることから、定期的な健診受診が必要であることを

広く道民に周知するとともに、適切な食生活及び運動習慣により予防や改善ができることの普及

啓発、医療保険者等と連携し糖尿病の発症リスクがある者に対して、保健指導や医療機関の受診

勧奨、健診後の医療機関受診状況等に係るフォローアップ等の予防と医療が連携した生活習慣の

改善が図られるような支援、治療中断者の減少や早期からの適切な指導・治療を行うための未受

診者や治療中断者への受診勧奨、治療と仕事の両立に向けた取組を多施設・多職種が連携して行

うことが必要です。

未治療者への受診勧奨や糖尿病患者の疾病管理、合併症予防を推進できるよう、かかりつけ医

と専門医療機関、歯科診療所及び医療保険者等による連携体制の整備も必要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「前推進方針」と「新地域推進方針」との変更点は、「慢性腎臓病（CKD）対策」を糖尿病対策と
一緒に進めていくことと、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除・変更、統計資料等

の時点修正などで、大きな変更等はありません。

主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（２）課題 糖尿病の発症リスクがある者に対して、健診後の 新医療計画を

ア 発症予防 医療機関受診状況等に係るフォローアップや予防と 踏まえ追加

医療の連携について追加。 （39ページ）

（２）課題 治療中断者の減少や早期からの適切な指導・治療 新医療計画を

イ 重症化予防等 を行うため、未受診者や治療中断者への受診勧奨、 踏まえ追加

治療と仕事の両立に向けた取組を多施設・多職種が

連携して行うことを追加。 （39ページ）

（３）必要な医療機能 「カ 他疾患治療中の血糖管理」、「ク 感染症流 新医療計画を

行時等への対応」を追加。 （42ページ） 踏まえ追加

ア 予 防 糖尿病発症リスクの低減、特定健康診査・特定保 新医療計画を

健指導、健診後の受診勧奨について追加。（42ページ）踏まえ追加
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項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（３）必要な医療機能 地域で予防・健康づくりの取組を行う保健師や管 新医療計画を

キ 医療機能が異なる医療 理栄養士等と連携・協力することにより、糖尿病の 踏まえ修正

機関との連携や地域との 発症予防の取組と連携した医療を行うことに修正。

連携（医療機関と市町村 （43ページ）

・保険者の連携）

（５）数値目標等を達成す 適切な食生活及び運動習慣により糖尿病の発症予 新医療計画を

るために必要な施策 防や改善ができることの普及啓発について追加。 踏まえ追加

ア 発症予防対策の充実 （44ページ）

イ 重症化予防等に係る 慢性腎臓病（CKD）対策も含めた計画とし、重症 新医療計画を

取組の推進 化予防の取組として、北海道糖尿病性腎症重症化予 踏まえ追加

防プログラム等の活用を追加。 （44ページ）

（６）医療機関等の具体的 糖尿病医療を担う医療機関の公表基準を満たした 掲載方法の変

名称(医療機関名) 医療機関名は、北海道ホームページに掲載している 更

旨を記載していましたが、資料編に医療機関名を掲

載することに変更。 （44ページ）
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８ 第２の「６ 精神疾患の医療連携体制」について
（資料４－２：４６～５８ページ 資料４－３：４０～５１ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

北海道における精神疾患の総患者数は26万人と推計されており、精神障がいの有無や程度にか

かわらず、誰もが安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神疾患に関する知識の

普及啓発、身近な市町村や保健所における相談機能の強化、適切な精神科医療が提供される体制

づくり、障がい福祉・介護サービスと連携した地域定着への支援等が必要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除及び統計

資料等の時点修正等で、大きな変更等はありません。

なお、主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 （総 括） 新医療計画

本道における医療資源の地域偏在や積雪寒冷などの特性に を踏まえ追

よる、課題（初診までの待機時間、定期的な通院困難等）を 加

追加。 （46ページ）

【認知症】 文言整理

令和５年６月に成立、公布された「共生社会の実現を推進

するための認知症基本法」を踏まえ、整理。 （47ページ）

（２）課 題 【依存症】 新医療計画

「オンラインによるギャンブル」の特徴等についての啓発 を踏まえ追

の必要性について追加。 （51ページ）加

【精神科救急・身体合併症】、【災害精神医療】 新医療計画

新興感染症の発生及びまん延に備えた対応の検討について を踏まえ追

追加。 （51～52ページ）加

（４）数値目標等 入院後の退院率について、数値算出の対象を「全ての入院 指標の考え

形態の患者※」から「医療保護入院の患者」に変更。（※圏 方の修正

域ごとの数値を算出することができなくなったため。）

（53ページ）

（５）数値目標等を達 【自殺対策】 圏域内での

成するために必要 「南渡島自殺未遂者支援連携体制構築事業」など、圏域内 取組内容を

な施策 で取り組んでいる事業等について追加。 （56～57ページ） 追加
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９ 第２の「７ 救急医療体制」について
（資料４－２：５９～６７ページ 資料４－３：５２～５９ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

救急医療は「医の原点」と言われており、救急医療資源に限りがある中で住民の誰もが適切な

救急医療を受けられるよう、地域の救急医療機関が連携し質の高い効果的な救急医療体制を確保

する事が重要とされています。

本道の救急医療の需要は増加傾向にあり、その背景として高齢化の進行や少子化、核家族化な

ど生活環境の変化、救急医療や救急車利用に対する道民の意識の変化などが挙げられ、また、住

民の大病院・専門医志向などを背景に軽症者の夜間受診が二次救急医療を担う病院への集中など

伴い病院勤務医への負担が増大するなどの問題が生じています。

このため、初期救急医療、二次救急医療を担う医療機関そして三次救急を担う救命救急センタ

ーとの役割分担と連携体制の強化が求められています。

また、ドクターヘリの一層の有効活用など三次救急医療体制の充実も求められています。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除等、「統計

資料等の時点修正」及び「南渡島圏域の診療所に勤務する医師の高齢化の現状の追加」等で、大きな

変更等はありません。

なお、主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 南渡島圏域の診療所に勤務する医師の高齢化の現状 新医療計画を
を追加。 （61ページ） 踏まえ追加

「イ 二次救急医療」に救急告示医療機関における 現状を踏まえ
軽症救急患者受け入れの促進、二次・三次救急医療機 追加
関で受け入れた救急搬送患者の診療後の他医療機関へ
の「下り搬送」の実施を追加。 （63ページ）

＜住民への普及啓発＞ 新医療計画を
ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プラニングに関する普 踏まえ追加

及啓発を追加。 （64ページ）

（２）課 題 「ア 初期救急医療体制の維持」に診療所医師の高 現状を踏まえ
齢化の現状について追加。 （65ページ）追加

（３）必要な医療機能 「ウ 病院群輪番制参加医療機関と救急告示医療機 現状を踏まえ
関等との連携協力」を追加。 （66ページ）追加

「エ 新興感染症の発生・まん延時の救急医療体制 新医療計画を
の確保」を追加。 （66ページ）踏まえ追加

（５）数値目標等を達成す 「カ 新興感染症の発生・まん延時の救急医療体制 新医療計画を
るために必要な施策 の確保」について追加。 （67ページ）踏まえ追加

（６）医療機関等の具体的 「ア 初期救急医療」、「イ 二次救急医療機関」、「ウ 記載方法の変
名称 三次救急医療機関」の記載を「第６ 資料編 ○ペ 更

ージの「○○○○一覧」を参照」に変更。（67ページ）
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１０ 第２の「８ 災害医療体制」について
（資料４－２：６８～７５ページ 資料４－３：６０～６６ページ ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

広大な面積を有する本道では、これまで台風や集中豪雨等の猛威、北海道南西沖地震などによ

る津波、長い避難を余儀なくされた有珠山等の火山噴火や竜巻の襲来、平成 30年北海道胆振東部
地震などの自然災害により大きな被害を受け、将来的にも日本海溝や千島海溝沿いでの巨大地震

と津波の発生により太平洋沿岸の地域において甚大な被害が生じるなど、大きな災害が発生する

ことが懸念されており、同じ種類の災害であっても発生場所、発生時刻や時期等によって被災・

被害の程度は大きく異なり、冬季に地震や津波が発生した場合、屋外や寒い屋内での避難により

低体温症のリスクが生じるなど、積雪寒冷地特有の課題もあります。

そのような様々な災害発生に備え、「北海道地域防災計画」の「医療救護計画」において道・市

町村・医療機関等が取り組む医療救護活動を定め、広域災害・救急医療情報システムの活用訓練、

平時からの関係機関等との連携体制の構築及び災害拠点病院の体制整備などが求められています。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除及び統計

資料等の時点修正等で、大きな変更等はありません。

なお、主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 上から二つ目の○」、日本海溝や千島海溝沿いでの巨大地震と 新医療計画を
津波の発生による災害発生の懸念について追加。 （68ページ）踏まえ追加

上から七つ目の○に、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震が 新医療計画を
発生した際に想定される被害について追加記載しました。 踏まえ追加

（68ページ）

上から１２番目の○に、南渡島圏域におけるＤＭＡＴチーム 時点修正
について、函館五稜郭病院が保有したことを追加。（70ページ）

上から１３番目の○に、災害時の広域医療搬送等に対応する 新医療計画を
ため、航空搬送点臨時医療施設（ＳＣＵ）の設置及び運営につ 踏まえ追加
いて追加。 （70ページ）

（２）課 題 「ア 災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化」新医療計画を
の二つ目の○に、冬季に地震や津波が発生した場合の、積雪寒 踏まえ追加
冷地特有の課題について追加。 （72ページ）

（５）数値目標等 「ア 災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化」圏域での対応
を達成するた の三つ目の○の部分に、「北海道災害医療コーディネーター」等 ではないため
めに必要な施 の育成については、圏域での対応ではないため、削除。 削除
策 （73～74ページ）

「イ 災害拠点病院の強化」の二つ目の○の部分の災害拠点 新医療計画を
病院における防災マニュアル及び業務継続計画（ＢＣＰ）の策 踏まえ削除
定の促しを削除。 （74ページ）

（６）医療機関等 「北海道ＤＭＡＴ（南渡島圏域）」に、函館五稜郭病院を追加。 時点修正
の具体的名称 （74ページ）
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１１ 第２の「９ 新興感染症発生・まん延時における医療体制」について
（資料４－２：７６～８０ページ）

本項目は、新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、今後、新たな新興感染症が発生した際に速

やかに対応できるよう、平時から医療体制等を整備しておくため、６事業目として、「新医療計画」

に今回から追加されました。

本項目における「現状・課題」は次のとおりです。

「現状・課題」

○ 新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医療提供が困難とな

ることが想定されることから、当該医療機関以外の医療機関等においても、医療提供できる

体制を確保することが必要です。

○ 感染症対応を行う医療従事者等に新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓練を実施す

るなど、平時から、新興感染症に係る対応能力を高めることが必要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

また、新医療計画に基づき、第二次医療圏毎に地域の実情を踏まえた、「新地域推進方針」を作成

しました。

なお、主な記載内容は、次のとおりです。

項 目 記 載 内 容

（１）現 状 ・ 新型コロナウイルス発生当初、市立函館病院の感染症病床６床で対応。

・ 感染拡大に伴い、他病院にも病床確保を依頼し、入院医療体制を確保。

・ 診療・検査医療機関等により、発熱者等の対応が可能な外来医療体制を

確保。

・ 軽症者等の宿泊療養施設として、函館市内のホテルを２棟確保。

・ 医療機関や社会福祉施設等での集団発生事例に対応するため、医療チー

ム（HaCoMAT）を立ち上げ、関係施設への派遣を実施。

（２）課 題 ・ 新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医

療提供が困難となることが想定されることから、他病院等においても、病

床確保や発熱外来等、医療提供体制を確保することが必要。

・ 当圏域には空港やクルーズターミナルがあるため、検疫所や市立函館保

健所等と連携が必要であり、有事の際に備えて、関係機関と合同で訓練を

実施する等、事前の準備が必要。

（３）必要な医療 ・ 新興感染症の発生時には、感染症指定医療機関である市立函館病院の感

機能 染症病床により対応。

・ 流行初期（概ね３か月程度）には、市立函館病院による引き続きの対応

とともに、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置協定を締結した医

療機関等による対応ができる体制の整備が必要。

・ 流行初期の経過後は、医療措置協定を締結した公的医療機関等も含めて

対応し、その後、順次速やかに、医療措置協定を締結した全ての医療機関

による対応ができる体制の整備が必要。

（４）数値目標等 ・ 『流行初期』、『流行初期期間経過後』に区分を分け、それぞれの項目に

数値目標を設定。

・ 『流行初期』では病床数や発熱外来機関数、『流行初期期間経過後』では

それに加え、自宅療養者等への医療提供機関数や後方支援を行う医療機関

数に数値目標を設定。
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項 目 記 載 内 容

（５）数値目標等 ・ 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等へ

を達成するた の医療等が提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定

めに必要な施 を締結するなど、平時から計画的な準備に努める。また、主に当該感染症

策 に対応する医療機関等と当該感染症以外に対応する医療機関等の役割分担

が図られるよう調整に努める。

・ 感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と平時に医療措置協定を締

結するなど、医療人材の応援体制の整備に努める。

（６）医療機関等 ・ 第一種感染症指定医療機関として、北海道では市立札幌病院を指定。

の具体的名称 ・ 第二種感染症指定医療機関として、南渡島圏域では市立函館病院を指定。

・ 医療措置協定締結医療機関として、協定を締結中。最新情報を道のホー

ムページ上で公表予定。

（７）歯科医療機 ・ 在宅療養患者等に対して、口腔衛生及び口腔機能の維持・管理を行うこ

関（病院歯科、 とが重要であることから、歯科衛生士も活用しながら、在宅歯科医療や高

歯科診療所） 齢者施設等との連携を含め、地域の実情を踏まえた歯科保健医療体制の充

の役割 実に努める。

（８）薬局の役割 ・ 在宅療養患者等に対して、医療機関や訪問看護事業所等と連携し、薬学

的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導等を行うとともに、在宅

療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給体制の確保に努める。

（９）訪問看護事 ・ 在宅療養患者等に対して、医療処置や療養生活の支援等の訪問看護サー

業所の役割 ビスを安定して提供するために、訪問看護事業所間や関係機関と平時から

連携し、在宅療養の環境整備に努める。
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１２ 第２の「１０ へき地医療体制」について
（資料４－２：８１～８７ページ 資料４－３：６７～７３ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

本道における無医地区や無歯科医地区については減少傾向にあるものの、なお全国一多い実態

にあることから、道では平成 18年度に「北海道へき地保健医療計画」を策定し、へき地医療支援
機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所などの体制を整備し、各機関相互の連携を図るととも

に、医師の確保や支援体制の整備などに取り組み、平成 30 年度からは、「北海道へき地保健医療
計画」は、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」（平成 29年３月 31日医政地発 0331
第３号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知の別紙）に基づき、「北海道医療計画（へき地医療

体制）」と一体化し医師確保対策や救急搬送体制の確保など、他事業とより一層の連携を図りなが

らへき地保健医療対策に取り組んできました。

令和４年 10月末現在、無医地区については 32市町村の 64地区に 9,170人が、無医地区に準じ
る地区については 29市町村の 56地区に 2,377人が居住しています。
そのため、第一次から第三次に至る医療圏において、よりきめ細かな保健医療サービスの提供

を図るため、その中核となる地方センター病院と地域センター病院の整備を進めてきました。

平成 15 年４月に指定した 19 か所の地域センター病院も含め、令和５年 10 月現在、20 か所を
「へき地医療拠点病院」として指定しています。

へき地診療所において、住民に身近な医療の確保、へき地診療所、へき地医療拠点病院等の連

携により、初期救急医療及び入院を要する救急医療に適切に対応できる体制の充実及び医療機関

への通院が困難な住民に対し通院のための交通手段を確保する必要があります。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除及び統計

資料等の時点修正等で、大きな変更等はありません。

なお、主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（２）課 題 「ウ へき地の診療を支援する医療の機能」の上から二 新医療計画を

つ目の○に、へき地の診療を支援する医療機関からの機能 踏まえ追加

について、オンライン診療等の活用の必要性について追加。

（85ページ）

（６）医療機関等の具 上から四つ目の○の「へき地診療所に医師を派遣してい 時点修正

体的名称 る圏域内の社会医療法人」に社会医療法人文珠会を追加。

（87ページ）

（８）薬局の役割 これまで記載していた＜在宅患者訪問薬剤管理料＞、＜ 新医療計画を

居宅療養管理料＞の部分を削除。 （87ページ）踏まえ削除
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１３ 第２の「１１ 周産期医療体制」について
（資料４－２：８８～９２ページ 資料４－３：７４～７９ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

産科医師の不足等により、分娩を取り扱う「病院・診療所」は減少傾向にありますが、妊産婦

が安心して子どもを産み育てることができるよう、総合及び地域周産期母子医療センターを中心

として、医療機関間、医療圏間の連携を図り、地域における周産期医療体制を確保することが必

要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除及び統計

資料等の時点修正等で、大きな変更等はありません。

なお、主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 総合周産期母子医療センター等の医療機関を記載してい 文言整理

た表を、「（６）医療機関等の具体的な名称」の項目に移動

し、整理。 （88～89ページ、92ページ）

「（４）数値目標等」で新たに設定することとした「助 新医療計画を

産師外来」の現状について追加。 （89ページ） 踏まえ追加

（３）必要な医療機能 災害対策及び新興感染症の発生・まん延への対策につい 新医療計画を

て追加。 （90ページ） 踏まえ追加

（４）数値目標等 産科・産婦人科を標ぼうする病院、診療所の助産師外来 新たな指標を

開設割合を設定しました。なお、令和６年４月１日現在、 追加

１か所の医療機関に設置。 （90ページ）

（５）数値目標等を達 総合周産期センターにおいて、産科医療機関の医師等の 新医療計画を

成するために必要 医療従事者を対象とした研修会を開催し、連携体制の構築 踏まえ追加

な施策 や医療技術の向上に努めることについて追加。（91ページ）

「（３）必要な医療機能」で追加された、災害対策及び 新医療計画を

新興感染症の発生・まん延への対策について、必要な施策 踏まえ追加

等の追加。 （91ページ）
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１４ 第２の「１２ 小児医療体制（小児救急医療を含む）」について
（資料４－２：９３～１００ページ 資料４－３：８０～８６ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

道内の小児科を標ぼうする病院の数は全道で 142 か所、小児科を標ぼうする診療所の数は全道
で 561か所で、そのうち病院の 20.4％、診療所の 38.9％が札幌圏に集中しています。
道内の小児医療を行う医師数は減少傾向にありましたが令和２年には微増し、小児科を専門と

する医師の数は増加傾向にありますが、その多くは都市部に集中し、令和２年の小児人口１万人

当たりの小児医療を行う医師数は全国平均より少ない状況で、小児科を専門とする医師の数につ

いても全国より少ない状況にあります。

令和３年の全救急搬送数における軽症者の割合は 42.4％であるのに対し、18歳未満の救急搬送
数における軽症者の割合は 68.4％となっています。
そのため、小児科勤務医が長時間にわたる不規則な勤務を余儀なくされ、その改善が求められ

ています。

また、小児疾患に対する高度・専門的な診断・治療や医療・療育体制、また、小児の三次救急

医療体制についての検討も必要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」の変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえた追加・削除及び統計

資料等の時点修正等で、大きな変更等はありません。

なお、主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（１）現 状 南渡島圏域の全救急搬送人員における小児の救急搬送人員 統計数値の追

イ 小児救急の状 が把握できるよう、南渡島圏域の全救急搬送人員の推移を追 加

況」において 加。 （94ページ）

上から五つ目の○における「小児救急医療支援事業」参加 時点修正

病院として、函館五稜郭病院を追加。 （94ページ）

上から六つ目の○に記載していた「重点化病院」について 新医療計画を

は、「重点化病院」から「北海道小児地域医療センター」に移 踏まえ削除

行しているため削除。 （94～95ページ）

（３）必要な医療機 「ウ 小児医療における新興感染症の発生・まん延への対 新医療計画を

能 策」を追加。 （97ページ） 踏まえ追加

（５）数値目標等を 「オ 療養・療育支援体制の確保」の二つ目の○に、保護 新医療計画を

達成するために 者の負担軽減のためのレスパイト等の受入体制の確保につい 踏まえ追加

必要な施策 て追加。 （98ページ）

「ク 小児医療における新興感染症の発生・まん延への対 新医療計画を

策」を追加。 （99ページ）踏まえ追加

（６）医療機関等の 「イ 北海道小児地域支援病院」に、函館五稜郭病院を追 時点修正

具体的な名称 加。 （99ページ）
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１５ 第２の「１３ 在宅医療の提供体制」について
（資料４－２：１０１～１１１ページ 資料４－３：８７～９５ページ）

本項目は、「前医療計画」でも示されており、「新医療計画」における本項目の「現状・課題」は次

のとおりです。

「現状・課題」

長期にわたる療養や介護を必要とする患者が、病気と共存しながら、生活の質の維持・向上を

図りつつ療養生活を継続することができるよう、在宅医療の提供体制の整備、高齢化の急速な進

行を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、医療と介護が連携した

地域包括ケアシステムを構築する必要があります。

また、「人生の最終段階における、最期を迎えたい場所」は、その人の置かれている状況や病状、

家族等への負担の有無などにより変わってくることが、全国的に実施された「人生の最終段階に

おける医療・ケアに関する意識調査」においてわかってきています。

人生の最終段階も含め 24時間体制で患者の急変等に対応できる在宅療養支援診療所はおおむね
増加傾向で推移し、在宅療養支援病院は年々増加の傾向にあります。このうち札幌圏の割合は 35%
を越え、訪問看護ステーション（サテライト型事業所を含む。）については、年々増加の傾向にあ

ります。なお、60 市町村において設置されていませんが、一部の地域を除き、他地域の事業所等
によりサービスが提供されている状況にあります。

それぞれの地域における医療・介護資源、人口及び世帯構造の変化などを踏まえた上で、在宅

医療の推進、介護サービスの提供体制の整備、高齢者の住まいの確保など住み慣れた地域で生活

を継続することができるよう地域の事情に応じた取組を行っていくこと並びに在宅医療を提供で

きる医療機関や訪問看護ステーション、機能強化型の在宅療養支援診療所及び病院、機能強化型

や 24時間対応可能な訪問看護ステーションについて、未整備の第二次医療圏において整備を促進
することが必要です。

また、人生の最終段階の患者が自ら望む場所で最期を迎えることができるよう、患者やその家

族、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有すること（人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケ

ア・プランニング））を推進する取組も必要です。

上記の現状・課題を踏まえ、「新医療計画」が策定されました。

「新地域推進方針」については、令和５年度の「地域推進方針における在宅医療の提供体制にかか

る取組状況」の課題、今後の方針を数値目標等や必要な施策に反映させました。

また、「統計資料等の時点修正」の他、追加、修正等を行いました。

なお、主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（２）課 題 ・ 項目のタイトルを「オ 口腔ケア体制の充実が口 新医療計画を

腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーショ 踏まえ修正、

ン体制の充実」へ変更。 追加

・ 本文中に、高齢者の方の「要介護状態の軽減や悪

化の防止」、「誤嚥性肺炎の防止」などの文言追加。

（105ページ）

項目として「ク 高度な薬学管理等が可能な薬局の 新医療計画を

充実」を追加。 （105ページ） 踏まえ追加
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項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

（２）課 題 「コ 災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築」新医療計画を

に、「在宅医療を行う医療機関において業務継続計画 踏まえ追加

（BCP）の策定」を追加。 （105ページ）

（４）数値目標等 （指標区分）

「新道医療計画」に記載が追加されたことから、「体 新医療計画を

制整備」「多職種の取組確保等」「実施件数等」「住民の 踏まえ追加

健康状態等」を追加。 （107ページ）

（目標値） 圏域の状況に

今後は、在宅医療圏における体制整備の充実状況を 応じ設定変更

評価することとし、多くの指標は在宅医療圏の単位数

で評価することとした。 （107ページ）

（５）数値目標等を達成す 「ア 地域における連携体制の構築」に「ACPの取組」新医療計画を

るために必要な施策 を追加。 （108ページ） 踏まえ追加

（６）医療連携圏域（在宅 医療連携圏域の設定や考え方を説明する、新たな項 新医療計画を

医療圏）の設定 目を追加。 （110ページ） 踏まえ追加
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１６ 「第３ 必要な外来医療機能及び対応方針」について
（資料４－２：１１２～１１８ページ 資料４－３：９６～１０２ページ）

本項目は、「前医療計画」では、各圏域毎の状況等を含めて、別冊「北海道外来医療計画（令和２

年度～令和５年度）」（以下「旧外来医療計画」とする。）において示していました。

「新医療計画」での「目指す姿」は、次のとおりです。

「目指す姿」

将来にわたり必要な外来医療機能の確保に向け、医療機関間の役割分担・連携を推進するとと

もに、外来医療機能に関する情報を可視化し、新たに診療所を開設する医師等にその情報を提供

することなどを通じ、診療所が比較的少ない地域における診療従事を促すことを目指します。

また、医療機器の効率的な活用に向け、医療機器の共同利用の促進を目指します。

また、今般は「新医療計画」の本体に記載されましたが、圏域毎の状況等については記載されず、

「新医療計画」の各第二次医療圏の方針を示す「新地域推進方針」の中に、「必要な外来医療機能」

として、記載することとなり、南渡島圏域地域医療構想調整会議地域医療構想専門部会での協議結果

を踏まえたものを「素案」としています。

資料４－２は、「新地域推進方針」の本体となります。

また、資料４－３は、「旧外来医療計画」における「第８ 各対象区域における不足する外来医療

機能及び対応方針」の南渡島圏域の部分を旧として右側に、「新地域推進方針」を左側に表示し、変

更、削除及び追加部分を太字朱書き下線とし、その理由を右側の備考に記載しています。

「新地域推進方針」の構成は、次のとおりです。

１ 地域の外来医療の状況

２ 地域で不足する医療機能の現状・課題

（１）初期救急医療に関する外来医療の現状・課題

（２）在宅医療の提供状況・課題

（３）医療資源（医療機関）の偏在化に関する現状・課題

３ 地域で不足する医療機能に対する今後の取組の方向性等（地域の方針）

（１）初期救急の確保に向けて

（２）在宅医療の確保に向けて

（３）医療資源（医療機関）の有効活用に向けて

４ 医療機器の共同利用方針

５ 紹介受診重点医療機関の名称

「前外来医療計画」と、「新地域推進方針」との変更点は、「新医療計画」における変更等を踏まえ

た追加・削除・変更」、「統計資料等の時点修正」並びに「参考指標及び紹介受診重点医療機関の名称

の新設」などで、大きな変更等はありません。

主な変更点等は、次のとおりです。

項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

２（１）初期救急医療 （現 状） 新医療計画

に関する外来医療の 新医療計画に診療所に従事する医師の高齢化に関する追加 を踏まえ追

現状・課題 記載に対応し、南渡島圏域の状況追加。 （114ページ） 加
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項 目 修 正 等 の ポ イ ン ト 内 容

２（１）初期救急医療 （課 題） 現状の追加

に関する外来医療の 上記の現状追加に対応し、現状を踏まえた初期救急医療体 に対応した

現状・課題 制維持の必要性を追加。 （115ページ）追記

２（２）在宅医療の提 （課 題） 部会協議に

供状況・課題 ２４時間体制の在宅医療提供のため、担う医療機関への支 よる追

援体制の構築が必要であることを追加。 （115ページ）加

３（１）初期救急の確 上記２（１）「課題」追加に対応し、在宅当番医制の確保維 課題の追加

保に向けて 持のため、医師会等関係機関との連携を追加。（117ページ） に伴う追記

３（２）在宅医療の確 上記２（２）「課題」追加に対応し、担う医療機関への支援 部会協議に

保に向けて 体制構築のため、医療機関、医師会及び行政機関等の関係機 よる追

関連携を追加。 （117ページ） 加

３ （３）医療資源（医 少子高齢化や人口減少の進展を踏まえ、標題を「医療資源 文言整理

療機関）の有効活用 の確保に向けて」から「医療資源（医療機関）の有効活用に

に向けて 向けて」に変更。 （117ページ）

活用方法として、圏域を超えた医療協力を追加。 部会協議に

（117ページ） よる追加

医療機関に関するデーター検討等は、専門部会で行ってい 記載削除

るが、そのデーターの公表は行っていないことから、記載削

除。 （117ページ）

５ 紹介受診重点医療 令和５年度から新設のため、項目追加。 新 設

機関の名称 （118ページ）

【紹介受診重点医療機関】

かかりつけ医などからの紹介状を持参した患者の診療に重点をおいた医療機関で、手術・

処置や化学療法等を必要とする外来、放射線治療等の高額な医療機器・設備を必要とする外

来などを行っている。

紹介状のありなしにかかわらず、受診は可能だが、紹介状がなく受診した場合は、一部負

担金（３割負担等）とは別の「特別の料金」が原則必要となる。
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１７ 「第４ 地域保健対策の推進」の「１ 感染症対策」について
（資料４－２：１１９～１２６ページ）

本項目は、「新医療計画」に新興感染症の項目が加えられたことに伴い、一般的な感染症（結核、

エイズ、ウイルス性肝炎等）の対策についても改めて見直すため、今回から「新地域推進方針」に追

加することとしました。

「新医療計画」に基づき、他事業と同様に、第二次医療圏毎に地域の実情を踏まえて作成しました。

主な作成内容は、次のとおりです。

１－１ 感染症対策

項 目 記 載 内 容

（１）現 状 ・ 感染症法及び、これに基づいて道が策定した「北海道感染症予防計画」によ

り、市町村、関係機関・団体と連携し、感染症対策を推進。

・ 道や渡島保健所のホームページなどを通じて、感染症に対する正しい知識の

普及や、警報・注意報の発令等、発生動向調査による感染症情報を速やかに医

療機関や地域住民に提供。

・ 結核を除く二類感染症患者のための第二種感染症指定医療機関として、市立

函館病院を指定。

（２）課 題 ・ 治療方法が確立されていない感染症や人へのまん延が懸念されている新型イ

ンフルエンザ、新型コロナウイルス感染症など新興・再興感染症に対応した健

康危機管理体制の強化が必要。

・ 感染症病床は、現在、南渡島圏域や道南圏域では充足しているが、感染拡大

により、入院を要する患者が増大し、入院医療の提供に支障をきたすと判断さ

れる場合には、一般病床等も含め、一定の感染予防策が講じられた病床を確保

することが必要。

（３）施策の方 ・ 「感染症予防計画」や「新型インフルエンザ対策行動計画」等に基づき、市

向性と主な 町、関係機関・団体と連携を図りながら、新型インフルエンザや新型コロナウ

施策 イルス感染症などの感染症に対し、発生時の迅速な対応を図るための実地訓練

や研修会等の実施により専門的知識を有する人材の育成を行う。

・ 感染症病床について、基準病床数の確保及び維持に努める。また、感染の拡

大により、入院を要する患者が増大し、入院医療の提供に支障をきたすと判断

される場合には、感染症指定医療機関に限らず、一般の医療機関においても、

一般病床等も含め、一定の感染予防策を講じた上で、必要な病床の確保に努め

る。

１－２ 結核対策

項 目 記 載 内 容

（１）現 状 ・ 令和４年の渡島保健所管内の結核新規登録者は、11人(罹患率10.2)。

・ 市立函館保健所管内の新規登録者は、25人(罹患率10.2)。

・ 全国・全道レベルでは年々減少傾向。南渡島圏域は年によってばらつきあり、

増減の繰り返し。

・ 不規則な服薬等による再発や薬剤耐性菌の出現を防止するため、保健所、医

療機関、市町などが連携した結核患者への直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）を促

進。

・ 令和５年４月１日現在、南渡島圏域で結核病床を有する医療機関は、市立函

館病院の10床。
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項 目 記 載 内 容

（２）課 題 ・ 結核発生時、一般病院や診療所でも速やかに結核指定医療機関につながる体

制、また、結核患者が地域に戻った際に指定医療機関とかかりつけ医が協力し、

患者の治療継続や再発予防をする体制の整備必要。

・ 治療の効果を高め、結核のまん延を予防するため、保健所、市町、医療機関

等の関係機関が連携し、直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）が基本の服薬指導をさ

らに推進必要。

・ 講習会等の開催により、質の高い人材の確保と関係機関の連携推進を図るこ

とが必要。

（３）施策の方 ・ 結核患者が身近な地域で結核医療が受けられるよう、入院施設や結核指定医

向性と主な 療機関の確保に努める。

施策 ・ 結核患者の治療成功率を高め、結核罹患を減少させるため、関係医療機関と

地域が連携した直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）推進。

・ 疫学情報に基づいた接触者健診や結核菌の遺伝子検査の実施などにより、発

生動向の把握・分析及び対策の評価の充実を図る。また、コホート検討会を開

催し、医療機関等と管内の傾向や課題等共有。

・ 講習会の開催及び関係機関主催の研修等への協力などを通じ、人材育成と関

係機関との連携強化図る。

１－３ エイズ対策

項 目 記 載 内 容

（１）現 状 ・ 令和３年ＨＩＶ感染者及びエイズ患者の報告数は、全国1,057件、全道27件。

全道報告数のうち20歳代と30歳代の占める割合58.6％、同性間性的接触者の占

める割合58.8％。

・ 南渡島圏域では、令和３年は市立函館保健所１件のみ。

・ 住民に対してエイズの予防などに関する正しい知識普及啓発を図るため、ホ

ームページの活用、合同庁舎ロビーでパネル展の実施やリーフレット配付など

実施。

・ 道内保健所での無料匿名ＨＩＶ抗体検査の実施件数は、令和元年に２千件を

超えたが、令和４年はその半数程度に減少。南渡島圏域も令和２年は減少見ら

れる。

・ ＨＩＶ感染者及びエイズ患者が安心して治療を受けることができるよう、地

方ブロック拠点病院、中核拠点病院及びエイズ治療拠点病院を全道に整備。南

渡島圏域は市立函館病院を治療拠点病院として整備。

（２）課 題 ・ ＨＩＶ感染者やエイズ患者に対する様々な場面での偏見や差別の解消を図る

ために、広く正しい知識の普及啓発を進めるとともに、感染予防のために、特

に感染の割合が高い20歳代や30歳代を始め、中学生・高校生・大学生などを対

象としたＨＩＶ・エイズに対する正しい知識の普及啓発が一層必要。

・ 新規ＨＩＶ感染者の減少と、早期発見及び早期診断による予後の改善には、

相談・検査体制充実と一層の周知必要。

（３）施策の方 ・ ホームページやリーフレットの内容の充実を図り、関係機関・団体と連携し

向性と主な ながら、広く道民に対しＨＩＶ・エイズに関する正しい知識の普及啓発を行う。

施策 ・ 感染割合の高い年代を始め、中学生・高校生・大学生などに対してコンドー

ムの適切な使用を含めた感染予防の正しい知識の普及啓発に一層努める。

・ 新規ＨＩＶ感染者減少と、早期発見及び早期診断による予後改善のため、時

間帯や他の性感染症検査の同時検査等、利便性に配慮した相談検査に取り組む

など体制充実を図るとともに、その周知を図る。
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１－４ ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）対策

項 目 記 載 内 容

（１）現 状 ・ 肝炎の原因は、ウイルス性、アルコール性等に分類され多様であるが、肝炎

にり患した者に占める患者数の多さから、ウイルス性のＢ型肝炎及びＣ型肝炎

に係る対策が依然として重要な課題。

・ 肝炎ウイルス検査については、多くの市町村で実施しており、道立保健所に

おいても平成13年から実施するとともに、平成19年８月から検査手数料を無料

化し、検査の受検を促進。

・ 慢性肝炎から肝硬変、肝がんへの進行を防止することを目的に、Ｂ型及びＣ

型ウイルス性肝炎の精密検査や治療に係る費用の一部を助成するとともに、ウ

イルス性肝炎に関する保健所での相談体制を整備。

・ 肝疾患に関する医療提供体制を整備。南渡島圏域では市立函館病院を始め、

12の医療機関が肝疾患専門医療機関として指定。

（２）課 題 ・ これまでウイルス検査や治療費助成などの対策を講じてきたが、引き続き肝

炎ウイルス検査の受検を促進するとともに、精密検査や治療費に係る費用の助

成などを行っていく必要あり。

・ 医療機関への受診を継続していない陽性者や患者に対する専門医療機関への

受診・受療の促進を図るとともに、ウイルス性肝炎への理解を社会に広げ、患

者等が不当な差別を受けることなく、社会において安心して暮らせる環境づく

りを行っていく必要あり。

（３）施策の方 ・ 正しい知識や検査の必要性について、広報等により普及啓発を行い、市町村

向性と主な や保健所における肝炎ウイルス検査の受検を促進。

施策 ・ ウイルス性肝炎の精密検査や治療に係る費用の助成を引き続き行い、早期治

療に結びつけるとともに、慢性肝炎から肝硬変、肝がんへの進行防止を図る。

・ 肝炎医療コーディネーター等の必要な人材を養成し、陽性者や患者、その家

族への情報提供などの支援をきめ細やかに行い、陽性者や患者の専門医療機関

への受診・受療を促進するとともに、患者団体と連携を図りながら、ウイルス

性肝炎への理解を社会に広げ、患者等が不当な差別を受けることなく、社会に

おいて安心して暮らせる環境づくりを行う。
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１８ 第４の「２ 臓器等移植対策」について
（資料４－２：１２７～１２９ページ）

本項目は、「前医療計画」で全道の状況が記載されていましたが、各第二次医療圏の方針を示す「前

推進方針」の中には記載がありませんでした。

今回、「新地域推進方針」に新たに記載することとなり、その「素案」をお示ししご意見をいただ

くものです。

主な記載内容等は、次のとおりです。

１ 臓器移植

項 目 記 載 内 容

（１）現 状 ・ 臓器移植については、心臓、肝臓、肺、腎臓などの臓器の機能が低下したり、

あるいは働かなくなり、移植でしか治療できない者のための唯一の根治療法と

して実施。

・ 平成９年施行の「臓器の移植に関する法律」により、脳死した者からの心臓、

肝臓、肺、腎臓、膵臓、小腸などの移植が可能となり、また、平成22年７月施

行の改正法により、本人の意思表示が不明であっても、家族の承諾により脳死

下での臓器提供ができることとされた。

・ 令和４年12月末現在、道内では、心臓13人、肝臓64人、腎臓62人、膵臓３人、

肝・腎同時５人及び膵・腎６人に移植が実施。また、脳死後及び心臓が停止し

た死後に提供された腎臓は、200人に移植が実施。

・ 南渡島圏域では、令和５年３月末現在、臓器提供施設として体制が整い公表

を承諾した施設は２施設。

（２）課 題 （臓器移植に関する知識の普及啓発）

・ 臓器移植に関する正しい知識の普及啓発を一層推進する必要あり。

（臓器提供意思表示の普及啓発）

・ 臓器提供意思表示カード・シールの所持率を向上させるとともに、そのカー

ド等の所持を家族が認識している必要あり。

また、臓器提供の意思表示方法として、カードのほか、運転免許証や健康保

険証の裏面の意思表示欄を活用するほか、インターネットによる登録もできる

ことから、その普及啓発を進める必要あり。

（３）施策の （道民に対する臓器移植に関する知識の普及啓発）

方向性と ・ 関係機関・団体と連携し、道民に対する臓器移植に関する正しい知識の普及

主な施策 啓発を行う。

（臓器提供意思表示の普及啓発）

・ 市町村、保健所、郵便局、運転免許試験場、コンビニエンスストア等に臓器

提供意思表示カードやリーフレットを配置し、その普及を図るとともに、臓器

提供の意思表示を家族の中で話し合うことができる環境づくりに努める。

（臓器移植医療体制の充実）

・ 「公益社団法人日本臓器移植ネットワーク」や関係団体が実施する臓器提供

施設の充実に向けた活動を支援。

（治療研究事業の推進）

・ 医療費助成制度の円滑な推進について周知を図る。
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２ 骨髄及びさい帯血移植

項 目 記 載 内 容

（１）現 状 ・ 骨髄移植やさい帯血移植は、白血病や再生不良性貧血などの有効治療法とし

て実施。

・ 骨髄移植に必要な骨髄は、骨髄提供希望者（ドナー）の善意により、「公益財

団法人日本骨髄バンク」が実施する骨髄バンク事業を通じ提供。令和５年６月

末現在、道の骨髄提供希望登録者数は、1万5,904人と全国で13番目に多い状況

となっているが、近年、年齢上限による登録取消者数が新規登録者数を上回り、

登録現在数減少傾向。

・ 渡島保健所は、平成30年度に北海道赤十字血液センター函館事業所での骨髄

バンクドナー登録事業廃止に伴い平成31年２月26日からドナー登録受付開始し、

登録者は、令和４年度６件、令和５年度９件と増加傾向。

・ さい帯血移植に必要なさい帯血は、妊産婦の善意により、さい帯血供給事業

者等が実施するさい帯血バンク事業を通じて提供。

・ 道内のさい帯血受付は、「日本赤十字社北海道さい帯血バンク」において行っ

ており、提供されたさい帯血は、同バンクに保存され、令和５年３月までに、

1,622個のさい帯血が移植に使用。

（２）課 題 （骨髄移植の推進）

・ 広く道民に対し骨髄移植に関する正しい知識の普及啓発を推進するとともに、

年齢上限による登録取消者数が新規 の登録者数を上回っている現状を踏まえ

ながら、より一層のドナー登録の増加を図る必要あり。

（さい帯血移植の推進）

・ 道民に対するさい帯血移植に関する知識の普及を図るとともに、一人でも多

くのさい帯血移植を必要とする患者を救うため、より一層のさい帯血確保、保

存を図る必要あり。

（３）施策の （骨髄移植の推進）

方向性と ・ 骨髄バンク推進月間（毎年10月）等にて、道の各種広報媒体を通して、道民

主な施策 に対し、骨髄提供希望者登録について、普及啓発を実施。

・ 渡島保健所では、圏域内市町の成人式等でリーフレットを配布し、若年層に

向けた周知を図るとともに、登録受付を行い、骨髄提供希望者の確保に努める。

（さい帯血移植の推進）

・ 「日本赤十字社北海道さい帯血バンク」と連携し、道民に対するさい帯血移

植に関する知識の普及啓発の実施。
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１９ 第４の「３ 難病対策」について
（資料４－２：１３０～１３２ページ）

本項目は、「前医療計画」で全道の状況が記載されていましたが、の各第二次医療圏の方針を示す

「前推進方針」の中には記載がありませんでした。

今回、「新地域推進方針」に新たに記載することとなり、その「素案」をお示ししご意見をいただ

くものです。

主な記載内容等は、次のとおりです。

項 目 作 成 内 容

（１）現 状 （難病の範囲）

・ 難病対策については、平成２７年１月に施行された「難病の患者に対する医療

等に関する法律」（いわゆる難病法）により、医療費助成について公平かつ安定

的な制度が確立されるなど総合的な対策が講じられている。

・ 難病のうち、患者数が本邦において一定の人数（人口の約 0.1 ％程度）に達せ
ず、客観的な診断基準が確立しているものを「指定難病」とし医療費助成の対象

としており、令和６年３月現在で３３８疾病が指定さている。

・ また、「小児慢性特定疾病医療支援」については令和６年３月現在で 788 疾病
が医療費助成の対象となる。

（指定難病・特定疾患の医療）

・ 指定難病の基準を満たした患者に対する医療費助成について、南渡島の受給者

数は、令和６年３月末現在、指定難病は 3,768人、特定疾患は国が定める疾病で 21
人、道が定める疾病で 93人の計 3,882人。

（小児慢性特定疾病患者の医療）

・ 小児慢性特定疾病医療支援を受け、医療費助成の認定基準を満たす18歳未満患

者に対する公費負担について、南渡島圏域受給者数は、令和６年３月末現在264

人。

（難病医療の現状）

・ 道は入院医療が必要となった神経難病患者に対し、適時に適切な入院施設の確

保が図られるよう、地域医療機関の連携による医療提供体制を整備。南渡島圏域

では、通院手段がない又は身体機能低下に伴い専門医療機関への通院が困難な場

合は、身近なかかりつけ医が診療を実施。

（２）課 題 ・ 南渡島圏域では、患者家族の高齢化、専門医療機関への通院負担等の課題があ

り、患者が居住する地域での支援が行えるよう、各関係機関の連携による支援が

求められている。

（３）施策の （治療研究事業の推進）

方向性と ・ 医療費助成制度の円滑な推進について周知を図る。

主な施策

（難病医療支援ネットワークの推進）

・ 難病診療連携拠点病院を中心に地域の難病医療協力病院と連携の上、難病患者

が早期に診断を受け、身近な医療機関で医療を受けることができる体制の整備を

推進。

・ 道南圏域では難病医療協力病院が３ヶ所設定され、南渡島圏域は市立函館病院。
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項 目 作 成 内 容

（３）施策の （在宅医療への支援）

方向性と ・ 市立函館保健所及び渡島保健所では、難病患者が安全に安心して生活するため

主な施策 に利用できる社会制度を記載した「難病患者家庭訪問支援・相談支援事業『難病

の制度わかるシート～渡島保健所個別支援対象疾患の方へ～』」「函館市難病ガイ

ドブック」を活用し制度利用に繋がるように支援。

また、「渡島保健所難病患者・家族のための平常時災害対策『もしも。。。シー

ト』」、「難病患者さんのための災害時準備ガイドブック～災害への準備をしてい

ますか？～（函館市）」を用いて、難病患者とその家族が平常時から災害に備え

る機会や、管内市町関係者が災害対策について 検討する機会となるように支援。

・ 在宅生活を送っている神経難病患者が救急搬送を要した場合に、速やかな対応

が受けられることを目的に、管轄する消防組合へ患者情報を事前提供する「救急

搬送の可能性のある神経難病患者情報提供事業～『おしま消防つながり隊』」を

実施。

・ 小児慢性特定疾病児童やその家族からの相談に対応し、必要な情報の提供や助

言、関係機関との連絡調整を行い、長期にわたり療養を必要とする児童等の健全

育成や自立を促進。

（地域連携による難病患者等への支援）

・ 南渡島及び函館市難病対策地域協議会において、難病患者等への効果的な支援

方法等の検討を実施。

・ 「難病患者在宅療養支援計画策定・評価事業」や渡島保健所の「在宅難病患者

訪問検診事業」、函館市の「難病医療相談事業」「難病患者サポート教室」「難病

患者訪問相談事業」「難病患者訪問指導（診療）事業」等による難病患者や家族

への相談・援助や、難病に関する正しい知識の普及啓発を実施。

・ 北海道難病連道南支部の活動を支援。
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２０ 第４の「４ 歯科保健医療対策」について
（資料４－２ １３３～１３５ページ 資料４－３ １０３～１０７ページ）

「新医療計画」から、「離島・へき地における歯科保健医療」を除いた３項目を記載しており、目

標値等の設定はありません。

方向性に大きな変更点はなく、現状部分の文言及び時点修正を行っています。

掲載データについては「南渡島圏域」のデータがあるものは「全道」との比較とし、「南渡島圏域」

のデータがないものは「削除」または「全道と全国」の比較を掲載することで、歯科保健の傾向を示

しています。

項目毎の変更等のポイントは、次のとおりです。

項 目 変 更 等 の ポ イ ン ト

地域歯科保健医療 ・ ３歳児は、「むし歯有病者数」を「むし歯のない者の数」に変更。

・ 「１２歳児の１人平均むし歯数」を削除。

・ 「８０歳で２０本以上の歯がある者」「１年間に歯科健診を受診した人の

割合」は圏域データなし。

・ 「何でもかんで食べることができる人の割合（咀嚼良好者）」を新たに掲

載。

障がい者歯科保健 ・ 函館口腔保健センターの診療の実績数は削除し、所在地を記載。

医療 ・ 令和６年度から「北海道障がい者歯科医療協力医制度」に追加された「協

力歯科衛生士」を記載。

高次歯科医療及び ・ 病院歯科６施設の名称を明記。

休日救急歯科医療

高齢化に伴う歯科 ・ 前回は「前医療計画 第８節 今後高齢化に伴い増加する疾病等対策」か

保健医療 ら一部抜き出して記載していたが、他の分野でも同じような記載があるため、

必要な部分のみ「地域歯科保健医療」に追記し、項目を削除。

２１ 「第５ 地域推進方針の進行管理等」について
（資料４－２ １３６～１３７ページ 資料４－３ １０８～１０９ページ）

「前推進方針」と、「新地域推進方針」との変更点は、「新医療計画」において、「必要な外来医療

機能」を別冊から本体に組み入れたことにより、「新地域推進方針」でも、新たに「必要な外来医療

機能及び対応方針」を記載することとなりました。

そのため、「外来機能の確保に向けた取組」についても進行管理等を行う必要があることから、そ

のことを追加記載等しています。

２２ 「第６ 資料編」について
（資料４－２ １３８ページ）

南渡島圏域を含む道南圏域の状況に関する資料について、新たに記載しました。


